
6 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）
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施 策 № 35 施 策 名 総合交通体系の整備

主管課名 都市計画課

関係課名

１０年後の
目指す姿 　誰もが利用しやすい公共交通が整っています。

現　　状

・魚津市公共交通活性化会議や市民・関係者・関係事業者と情報を共有しながら、魚津市が目指す持続可能な鉄道・バス等公共交
通の在り方を検討しています。
・魚津駅・新魚津駅周辺まちづくり基本構想を基に、駅前広場整備と駅舎整備について関係機関と協議を進めています。
・黒部宇奈月温泉駅と魚津駅間のアクセス運行に係る支援を行っています。

課　　題

・公共交通機関の利便性の向上を図る必要があります。
・公共交通機関の利用者数は、人口減少の影響で減少したことから、持続可能で安全・安心な公共交通体系を維持する必要があり
ます。
・市民や来訪者が黒部宇奈月温泉駅と魚津駅間をスムーズに移動できる環境を整える必要があります。

行　　政

・公共交通機関の利便性向上を図ります。
・魚津市民バス路線について、地元住民の意見を聴取しながら路線の整備、利用のＰＲを行います。
・市民、関係者、関係事業者と意見交換しながら、魚津市が目指す公共交通の在り方を検討します。
・持続可能な公共交通となるよう支援を行います。

市　　民
・

事 業 所

・鉄道やバスなど公共交通機関を積極的に利用します。
・公共交通が利用しやすくなるための意見や提案を積極的に行います。

基本事業① 公共交通の利便性向上

基本事業② 市民バスの利便性向上

基本事業③

基本事業④

区　　分 ３年度実績 ４年度実績 ５年度実績 ６年度実績 ７年度実績 ８年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 147,047 158,534 171,105 188,016

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 58,550 74,059 67,812 61,192

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計 88,497 84,475 103,293 126,824

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 7 9 11 5

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 2,800 6,100 6,400 2,800

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 10,984 23,644 25,318 11,491

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 158,031 182,178 196,423 199,507

市民１人あたりにおける施策の

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

　同　　上

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

１時間あたりの平均人件費 3,923 3,876 3,956 4,104

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477 39,919 39,274 38,617

施策の現状
及び課題

施策を進めるた
めの役割分担

目指す姿の実
現のための取

組
(基本事業)

効 率 性
指　　標

円 3,633 3,971 4,357 4,869

円 271 592 645 298

円 3,904 4,564 5,001 5,166

参　　考

施策の
トータルコスト
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 35 施 策 名 総合交通体系の整備

基本事業名 ①公共交通の利便性向上

基本事業の目的（意図）
バス・鉄道などの公共交通相互の連携・活性化を図るとともに、利用しやすい体制の整備を進め、人口減少の状況下で持続可能
な公共交通体系を再編します。

令和6年度における
主な事業内容（活動内容）

【公共交通対策事業】（施策９①再掲）
・黒部宇奈月温泉駅と魚津市内を結ぶ「予約式乗合タクシー（おもてなし魚津直行便）」（魚津タクシー協会運行）の運行に対する支
援を行いました。
・富山地方鉄道線については、利用促進やインバウンド対応のため、安全設備の更新や老朽化した施設の更新に対して支援を行い
ました。
・あいの風とやま鉄道の経営安定基金（県設立）へ県・県内自治体・民間とともに拠出しました。
・県、黒部市、地鉄とアルペンライナーの魚津IC停車に伴う費用負担を行いました。
・コロナ後のライフスタイルの変化等での利用者減少に加え、燃料費高騰の影響を受けながらも運行を継続する鉄道事業者２社（あ
いの風とやま鉄道、富山地方鉄道）、市内タクシー２事業者（魚津交通、金閣自動車商会）に対して、支援金を交付しました。
・富山地方鉄道本線のあり方について、富山県や沿線自治体、(株)富山地方鉄道と実務者会議（副市長）やあり方検討会議（首長）
で協議を行いました。
【市営駐車場維持管理事業】（再掲）
・駅南駐車場の維持管理（料金回収、保守点検、放置自動車の撤去、トラブル対応等）を行いました。
・回数駐車券の販売については、購入サービスの向上を図るため、引き続き魚津市観光協会に委託し、販売時間の延長、休日販売
を行いました。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

2,622,000 2,626,500 2,631,000 2,635,500 2,640,000

2,314,653 2,429,183 2,353,384 2,342,374

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和6年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） うち次年度繰越額（円） 評価結果

一般会計 鉄道交通対策事業 42,496,931 41,411,268 1,085,663 0 - 都市計画課

一般会計 公共交通対策事業 20,452,775 14,607,936 5,844,839 0 Ａ 都市計画課

一般会計 公共交通等燃料価格高騰対策支援事業 10,618,000 5,172,800 5,445,200 0 - 都市計画課

一般会計 市営駐車場維持管理事業（施策６①再掲） （2,982,000） （2,651,453） （330,547） （0） - 生活環境課

合　　計 73,567,706 61,192,004 12,375,702 0

成果指標名 単位

市内公共交通利用者数 人 2,613,511 2,277,999 2,640,000

№ 会計名 事務事業名 担当課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 35 施 策 名 総合交通体系の整備

基本事業名 ②市民バスの利便性向上

基本事業の目的（意図）
民間路線バスとの協調、公共交通空白地域への対応、全市的な利用促進体制の強化などの利用しやすい体制の整備を進め、
持続可能で安全・安心なバス運行事業を行います。

令和6年度における
主な事業内容（活動内容）

【魚津市民バス運行事業】（施策９①再掲）
・魚津市民バスの利用促進の一環として、近隣自治体とともに、「親子でおでかけ事業」を実施しました。また、未来の公共交通を支
える子どもたちにバスを身近に感じていただくことを目的とし、バスを題材にしたポスターを募集し、最優秀作品２点を天神ルート、経
田－道下ルートの新車両にそれぞれラッピングしました。
・老朽化した天神ルート及び経田－道下ルートのバス車両を更新しました。
・市街地巡回ルートの夕方１便の継続的な増便運行（帰宅時等の通勤・通学者対策）を実施しました。
・市民バスの運転手不足に対応するため、交通事業者や各地域の利用促進協議会とともに、各地域を通じた情報提供方法の構築
を行いました。
・「魚津市民バス等利用促進協議会」を年１回開催し、各地域の利用促進活動について情報共有を図るとともに、要望の地区間調整
を行いながら、令和７年度のダイヤ編成を行いました。
・富山県が主導し構築した、バスの位置情報等を提供する「とやまロケーションシステム」の運用により、市民バスの利用者にバスの
現在位置と運行状況を提供することができました。
・オンデマンド交通の実証運行を上中島地区と本江地区の一部で実施しました。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

3.27 3.31 3.35 3.39 3.43

2.93 3.00 4.15 4.55 

133,000 133,500 134,000 134,500 135,000 

118,421 119,101 162,050 174,923 

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和6年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） うち次年度繰越額（円） 評価結果

一般会計 魚津市民バス運行事業 133,871,678 126,824,262 7,047,416 0 Ｂ 都市計画課

一般会計 公共交通対策事業（施策35①再掲） （20,452,775） （14,607,936） （5,844,839） （0） Ａ 都市計画課

合　　計 133,871,678 126,824,262 7,047,416 0

成果指標名 単位

市民一人当たりの市民バス利用回数
（市民バス利用者数）

回 3.22 2.76 3.56

人 133，698 113,038 135,000

№ 会計名 事務事業名 担当課



施 策 № 35 施 策 名 総合交通体系の整備

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①公共交通の利便性向上】
◆鉄道やバスなどの公共交通利用者は、平成28年度まで減少傾向が続き、平成29年度以降は増加に転じていましたが、新型コロナウィルスの影響
により、令和元年度から令和３年度まで減少し続けました。令和４年度は回復傾向が見られましたが、令和５年度は前年比3.2％減、令和６年度も
0.5%減となり、減少傾向が続いています。主な要因は、富山地方鉄道の利用者数が大きく減少したことであり、その他の市内公共交通機関は概ね増
加傾向にあると考えられます。富山地方鉄道の利用者数の減少については、利用者数の計り方に変更があったことが要因と考えられるため、令和６
年度に市内公共交通利用者数の目標値の見直しを行いました。
◆「予約式乗合タクシー（おもてなし魚津直行便）」利用者は近年緩やかな減少傾向にあり、令和２年度及び３年度は新型コロナウィルス感染症拡大
の影響で新幹線の利用が減少したことから、コロナ前（令和元年度）と比べ、72.7％減となるなど大幅な減少となりましたが、令和６年度は令和５年度
比109.2％となり、３年連続で利用者数が増加しています。
◆富山地方鉄道線の乗降客数（市内４駅合計）は平成29年度から２年連続で増加しましたが、その後は減少傾向が続いています。また、あいの風と
やま鉄道線は、平成27年３月のＪＲからの経営譲渡時に特急電車が廃止された影響で利用者が減少し、以降減少傾向が続いています。
　令和６年度はコロナ前（令和元年度）と比べ、あいの風とやま鉄道線は9.3％増となっており、令和２年度以降は毎年利用者数が増加しています。一
方で、富山地方鉄道線は33.1％減となり、毎年減少傾向が続いています。

【②市民バスの利便性向上】
◆魚津市民バスについては、令和６年度は市街地巡回ルート及び郊外型８ルートを運行しました。平成26年度以降の利用者数は減少傾向にあった
ものの、平成30年度は、中学生及び高校生の乗車料金を１乗車100円とした効果もあり、年間利用者は増加に転じました。
　令和６年度は令和５年度に引き続き、前年比では利用者数が増加しました。そのうち、従来運行していた郊外ルート６路線については、前年比
7.4％増、令和５年度から地鉄バス２路線の代替として運行を開始した２路線については9.8％増となり、コロナ禍以前の水準に戻ってきました。
　近隣の市町とは置かれている状況が異なるため、一概に比較はできませんが、人口に対する路線数や運行頻度は他市町よりも利便性が比較的
高く、かつコストも高くない水準で運営しています。
◆魚津市民バスにおいては、交通空白地域を解消するための取組を沿線地域とともに進めており、その結果、バスによる運行が可能な地域では、
交通空白地域は概ね解消されていると考えています。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（令和6年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①公共交通の利便性向上】
＜公共交通対策事業＞
◆公共交通全体で人口減、利用者数減に直面する中でも、持続的な地域交通の運営を行っていくために、令和３年度に向こう５年間の行政、市民、
交通事業者等の関わりや取り組む施策等について記載した「魚津市公共交通計画」を策定し、計画目標達成のための事業を実施しました。
◆地域のバス利用促進協議会とともに、各ルートの魚津駅等での電車と魚津市民バス等の接続へ配慮したダイヤづくりを行ったほか、市民バス時
刻表へ電車等の時刻の掲載を行うことにより、市内の公共交通を網羅したダイヤ・ルートの提供ができました。
◆魚津市公共交通活性化会議等を開催し、市民、関係者、関連事業者等との協議の中から、魚津市民バスのあり方、魚津市が目指す鉄道・バス等
公共交通のあり方を検討し、検討結果を実際の運行や施策に反映しました。
◆富山地方鉄道の公共交通機関の運行において、燃料高騰が続く中、運行本数維持を行ったことに対して支援を行いました。（鉄道）
◆市内のタクシー事業者に対し、燃料高騰が続く中、運行を維持したことに対して支援を行いました。

【②市民バスの利便性向上】
＜魚津市民バス運行事業＞
◆市街地巡回ルートの夕方の増便実験、利用促進イベントなど、費用対効果も見極めながら、できる限り利用者のニーズを踏まえた運行を行ってい
ますが、人口減や免許を保有する高齢者増など構造的な要因もあり、平成26年度からは利用数が減少傾向にあります。この傾向に歯止めをかける
べく、各地域の「魚津市民バス等利用促進協議会」などが主体的に利用促進活動を展開しており、利用状況や活動内容について情報の共有を行っ
ています。
◆魚津市民バスの利用促進の一環として、近隣自治体とともに、「親子でおでかけ事業」を実施しました。
◆富山県が主導し構築した、バスの位置情報を提供する「とやまロケーションシステム」の運用により、バス利用者の利便性向上を図ることができま
した。
◆県内一円で実施された「電車・バスに乗ろう！キャンペーン」に参加し、県や沿線市町村とともにお試し乗車機会の提供を行うことができました。
◆令和４年６月から、市民バスの全車両で運賃を電子マネー「PayPay」で支払可能としており、市内外からの来訪者を含めた利用者の利便性向上及
び運転手の負担軽減に取り組みました。
◆高齢者の外出機会を創出するため、上中島地区と本江地区の一部でオンデマンド交通の実証運行（40日間）を実施しました。利用者は34名（上中
島エリア17名、本江エリア17名、運行回数93回）となりました。

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）
【①公共交通の利便性向上】
◆魚津市公共交通活性化会議等の運営や、様々な会合等の機会をとらえて、市民、関係者、関連事業者等と意思疎通を十分に行い、魚津市が目
指す持続可能な鉄道・バス等公共交通のあり方を引き続き検討します。
◆引き続き安全・安心に利用できる鉄道環境の整備及び魅力・快適性アップのための各種対策等への支援を行うことにより、利用者数の維持に努
めます。
◆「予約式乗合タクシー（おもてなし魚津直行便）」については、魚津市内及び近隣自治体の企業にPRするなど、利用者増に努めます。
◆引き続き市民、事業者とともに電車・バス等公共交通の利用促進の取組を行います。
◆あいの風とやま鉄道等の利便性向上のための要望活動を引き続き実施します。
◆立地適正化計画の都市機能等の誘導施策に位置付けた、魚津駅・新魚津駅周辺まちづくり基本構想を基に、駅前広場など周辺施設整備を引き
続き実施し、あいの風とやま鉄道及び富山地方鉄道の鉄道線、魚津市民バス、タクシーなど、公共交通機関の結節点としての利便性向上を目指し
ます。
◆富山地方鉄道本線のあり方を検討するため実務者会議を４回、首長によるあり方検討会議を３回行いました。
【②市民バスの利便性向上】
◆利用者数については、人口減や免許を保有する高齢者増などの影響が大きいと思われます。また、買い物・通院といった日中～夕方の時間帯に
利用する主に年配のお客様が大幅に減少していることも要因と考えられます。
　そこで、令和６年度までに実施した高齢者、子どもたちをターゲットとした「親子おでかけ事業」について、学校の協力を得ながら夏休み以外に市内
で実施できるよう取り組むなど、引き続き利用促進活動、ルートの見直しやダイヤの見直しなども行います。
◆バス車両の購入から10年以上が経過し、走行距離が40万キロを超える車両が散見されることから、車両のコンパクト化を含め、計画的な車両更
新に取り組みます。
◆停留所ごとの乗降者数の記録を行う運転手の負担軽減のため、バスに乗降する方の顔認証の研究について、北陸職業能力能開大学校と共同で
取り組みます。
◆キャッシュレス化が社会全体に広がる中で、市民バスで未対応の形式のキャッシュレス決済の導入を検討し、利用者の利便性向上及び運転手の
負担軽減を図ります。
◆バス運転手の慢性的な人手不足に加え、令和６年４月からの改善基準告知により、運転手の拘束時間の上限や休息時間の見直しが行われ、既
存の便数、ダイヤでの持続的な運行の難航が予測されることから、利用者数の低下が著しい地区や時間帯におけるデマンド交通システムの導入に
ついて検討を進めます。
◆オンデマンド交通など市民バスに代わる新しい移動手段について導入を検討します。

令和6年度の評
価結果（基本事
業の成果を考
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